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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当行は、「共創力と提案力で地域の豊かな未来を実現する」を経営理念として掲げております。

経営理念の実現に向けて、地域のお取引先の悩みに寄り添い、信頼関係のもと共に新たな事業価値を創造していくため、迅速かつ機動的に経営
の重要事項を決定していく必要があるものと認識しております。同時に監督・牽制機能を維持・強化することで、持続的な成長と中長期的な企業価
値向上を図ってまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

当行は、コーポレートガバナンス・コードの各原則について全てを実施しております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則1-3】

当行は、地域社会の信頼に応えるべく長期にわたる持続的な経営基盤を確保するため内部留保の充実に努めるとともに、株主への安定的な配
当を継続することを基本方針としております。

この基本方針のもと、配当に関する具体的な数値基準を定めることで、株主の皆さまをはじめとする幅広いステークホルダーの皆さまに対し、開示
情報のより一層の充実を図るとともに、株主の皆さまへの利益還元の考え方を明確にするため、2022年5月に「株主還元方針」を策定いたしまし
た。

＜株主還元方針の内容＞

地域社会の信頼に応えるべく長期にわたる持続的な経営基盤を確保するため内部留保の充実に努めるとともに、安定的な配当を継続することを
基本方針とする。また親会社株主に帰属する当期純利益に対する配当性向は30%を目安とする。

【原則1-4】

（１）政策保有株式に関する方針

当行は、経営政策又は営業政策に基づき、当行の中長期的な企業価値向上や取引先との安定的・長期的な関係構築・維持・強化等に資すると判
断される場合に、当該取引先等の株式を保有します。

保有意義及び経済合理性、将来の見通しなどを十分検証し、保有に見合った価値が認められない場合には、投資先企業の十分な理解を得たうえ
で縮減を進めます。

（２）政策投資株式の保有意義検証

政策保有株式については、保有目的に応じた便益や投資先の財務・業績等のリスク等が資本コストに見合っているか、将来の見通し等も踏まえ
た個別の政策保有株式の精査結果について取締役会に報告し、保有方針を取締役会において決定しております。

（３）政策保有株式に関する議決権行使基準

政策保有株式に係る議決権の行使については、当行の中長期的な企業価値向上に資するか否かを基準に、議案ごとに賛否を判断します。当行
の企業価値向上を毀損するような議案につきましては、肯定的な議決権の行使は行いません。

【原則1-7】

当行は、役員や主要株主等との取引（関連当事者間の取引）を行う場合において、かかる取引が会社及び株主共同の利益を害することのないよ
う、以下の体制を整備しております。

（１）役員が競業取引及び利益相反取引を行う場合は、取締役会の承認を必要とし、厳しく管理しております。

（２）関連当事者を含めた取引先との取引については、利益相反管理方針及び利益相反管理規程を定め、利益相反のおそれがある取引事案につ
いては、管理統括部署である経営部が管理し、定期的に取締役会に報告することにしております。

【補充原則2-4-1】

【中核人材の登用等における多様性の確保についての考え方】

当行は、第6次中期経営計画（2023年4月～2026年3月）の人財戦略において、①次世代を担う人財育成の強化、②多様な人財が活躍できる組織
づくり、③働きがいのある組織づくり、を注力分野とし、年齢、性別に関わらず人財価値を最大限引き出せる体制構築に取り組んでおります。これ
らの取組みを通し、中核人材の登用において多様性を確保することで、持続的な成長の実現を目指してまいります。

なお、当行の規模特性を考慮し、外国人及び中途採用者の管理職への登用について、自主的かつ測定可能な目標は定めておりません。

【中核人材の登用等における自主的かつ測定可能な現状、測定可能な今後の目標（方針）】

管理職(支店長代理職以上)に占める女性割合　

目標20％以上（2024年3月末目標）　　実績19.8％（2023年3月末現在）

【多様性の確保に向けた人材育成方針と社内環境整備方針とその状況】



本報告書「Ⅲ．株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況　『３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況』」をご参照ください。

【原則2-6】

確定拠出型年金の加入者の資産形成に資するため、人事労務担当者を各種研修に参加させるなど必要な人材育成を行っているほか、運用状況
のモニタリングを実施しております。なお、当行は確定拠出年金制度を導入しており、機関投資家としての運用は同制度への移行前に退職した従
業員に限定されています。

【原則3-1】

（１）経営理念・経営計画

当行は、ホームページにおいて、経営理念、経営計画を開示しておりますので、ご参照ください。

（https://www.daitobank.co.jp/investor/outline/outline02.html）

（２）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針

上記Ⅰ「１．基本的な考え方」をご参照ください。

なお、当行ホームページにおいて、コーポレート・ガバナンスに関する基本方針を開示しておりますので、ご参照ください。

（https://www.daitobank.co.jp/investor/outline/outline15.html）

（３）報酬の決定方針と手続き

役員報酬は、株主総会で承認された報酬総額の範囲内において、業績や経営内容、経済情勢等を考慮し、取締役（監査等委員である取締役を除
く。）の報酬については、任意の指名・報酬委員会での審議を経て取締役会の決議により、監査等委員である取締役の報酬は監査等委員会の協
議により決定しております。なお、詳細については、本報告書の「Ⅱ．経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレー
ト・ガバナンス体制の状況『報酬額又はその算定方法の決定方針の開示内容』」をご参照ください。

（４）経営陣幹部の選解任と取締役候補者の指名方針と手続　

当行の規模を踏まえ、以下の選解任方針、手続のとおり運用します。

＜基本方針＞

取締役候補の指名に当たっては、取締役会全体としての知識・経験・能力のバランス及び多様性を考慮し、以下に掲げている指名方針に基づき、
指名・報酬委員会で審議の上、取締役会において決定する。

なお、監査等委員である取締役候補の指名については、監査等委員会の同意を得て指名する。

＜社内取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者の指名方針＞

○銀行の業務執行における豊富な業務知識、業務経験を有し、十分な社会的信用を有すること

○当行の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に貢献できること

○銀行の経営管理を的確、公正かつ効率的に遂行できること

＜社外取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者の指名方針＞

○社外取締役としての役割を十分認識し、企業経営、金融、法務、財務・会計等の各専門分野における高い見識や豊富な経験を活かして、的確・
適切な意見・助言を行うことができ、十分な社会的信用を有すること

○当行の社外取締役の独立性判断基準に照らし、独立性が認められること

＜監査等委員である取締役候補者（社外取締役を除く。）の指名方針＞

○銀行業務、法務、財務・会計等に関する幅広い見識に基づき、独立かつ中立の立場から取締役の職務の執行の監査を的確かつ効率的に遂行
することができ、十分な社会的信用を有すること

＜監査等委員である社外取締役候補者の指名方針＞

○社外取締役としての役割を十分認識し、企業経営、金融、法務、財務・会計等の各専門分野における高い見識や豊富な経験を活かして、独立
かつ中立的・客観的な視点で取締役の職務の執行を監査することができ、十分な社会的信用を有すること

○当行の社外取締役の独立性判断基準に照らし、独立性が認められること。

（５）経営陣幹部の選任及び取締役候補者の指名の理由

取締役候補者の選任理由については株主総会招集通知にて開示しています。

【補充原則3-1-3】

（１）サステナビリティ方針

本報告書「Ⅲ．株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況　『３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況』」をご参照ください。

（２）人的資本への投資

本報告書「Ⅲ．株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況　『３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況』」をご参照ください。

（３）知的財産への投資

当行内に蓄積されたノウハウやこれまでの事業活動の中で築きあげてきたネットワークを活用するほか、外部提携先企業との連携により新たな金
融サービスを提供することで、地域経済の持続的な成長の実現を目指しております。また、デジタル技術の活用等により業務効率化の推進及びお
客さまの利便性向上を図っております。

【補充原則4-1-1】

当行は、取締役会等で意思決定すべき事項については重要性の度合いに応じて具体的に付議、報告及び審議基準を定めております。

取締役会で決定すべき事項は（１）のとおりです。

それ以外の事項については経営陣に委任されておりますが、（２）に掲げる重要事項については、取締役会に報告することになっております。ま
た、（３）に掲げる事項については、取締役会で審議することになっております。

（１）株主総会に関する事項、役員に関する事項、組織及び運営に関する事項、株式に関する事項、計算に関する事項、重要な業務執行に関する
事項、その他の重要事項

（２）取締役会の承認を得て実施した利益相反取引及び競業取引についての重要な事実、取締役に業務執行の決定を委任した事項、業務執行取
締役による業務報告、その他取締役会が必要と認めた事項

（３）コーポレート・ガバナンスに係る重要事項

【補充原則4-3-4】

当行は、取締役会において「内部統制システムに関する基本方針」を定め、内部統制システムに関する基本的な考え方を示すとともに、各種内部
管理態勢の整備に努めております。また、取締役会において「リスク管理の基本方針」及びリスク管理に係る重要な規程等を制定するなど、全社
的リスク管理体制を整備しております。さらに、子会社の経営内容を的確に把握するため「関連会社管理規程」を制定し、協議・承認事項や報告事
項を明確化するほか、子会社が行うリスク管理上の重要な事項については、事前に協議し、主管部及び関係部において適切な管理・指導を行っ
ております。

また、内部監査部門は、取締役会において決定された内部監査計画に基づき、子会社を含めたグループ全体について監査を行い、取締役会に報



告しております。

【原則4-8】

当行では、4名の独立社外取締役を選任しております。

【原則4-9】

社外取締役候補の選任に当たっては、東京証券取引所が定める独立性基準を満たすことを前提としつつ、以下の＜独立性判断基準＞により判
断しております。

＜独立性判断基準＞

独立性判断基準を以下の通りとし、原則として、現在又は最近（注１）において以下のいずれの要件にも該当しないものとする。

（１）当行又は当行関連会社の業務執行者

（２）当行又は当行関連会社の主要な取引先（注２）、その者が法人等である場合にはその業務執行者

（３）当行又は当行関連会社を主要な取引先（注２）とする者、その者が法人等である場合にはその業務執行者

（４）当行又は当行関連会社から役員報酬以外に、過去3年平均で年間10百万円以上の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家
又は法律専門家

（５）当行又は関連会社から、過去3年平均で年間10百万円以上の寄付等を受けている者、その者が法人等である場合にはその業務執行者

（６）当行又は当行関連会社の主要株主（総議決権の10％以上）、その者が法人等である場合にはその業務執行者

（７）上記（１）～（６）の近親者（二親等以内の親族）

（注１）「最近」とは、実質的に現在と同視できるような場合をいい、例えば、社外取締役として選任する株主総会の議案の内容が決定された時点
において該当していた場合等を含む。

（注２）「主要な取引先」とは、直近事業年度の連結売上高（当行の場合は連結経常収益）の２％以上の取引先をいう。

【補充原則4-10-1】

本報告書「Ⅱ．経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況『１．機関構成・組織運営等
に係る事項【任意の委員会】補足説明』」をご参照ください。

【補充原則4-11-1】

当行の取締役会は、取締役会全体としての知識・経験・能力等をバランスよく備えた構成となるよう、専門知識や他社での経営経験を有する者
等、バックグラウンドが異なる多様な取締役で構成しております。

取締役の選任に関する方針・手続については、【原則3－1】（4）の記載のとおりです。

取締役に関するスキルマトリックスに関しましては、本報告書の最終ページをご参照ください。

【補充原則4-11-2】

当行は、取締役の重要な兼職状況を「株主総会招集ご通知」に記載しておりますので、ご参照ください。

【補充原則4-11-3】

当行は、取締役会のガバナンス機能の一層の充実を図るため、設問及び自由記入による自己評価アンケートに基づき、取締役会全体の分析・評
価を行っております。

（2022年度評価の概要と今後に向けて）

アンケート結果から、前回同様全般的に概ね肯定的な評価が得られており、取締役会全体としての実効性は確保されていると認識しております。

一方で、取締役会構成員の多様性の確保や指名・報酬委員会の運営については、一層の機能発揮に向け改善余地があることを共有いたしまし
た。

【補充原則4-13-3】

当行は、取締役会及び監査等委員会の機能発揮に向けて、監査部が定期的に監査計画や監査結果等を取締役会へ報告し、監査部と取締役、
監査等委員との連携を確保しております。また、取締役監査等委員（委員長）は、監査部と定期的に意見交換等を行い必要な情報を共有しており
ます。

【補充原則4-14-2】

当行は、持続的成長と中長期的な企業価値向上のため、取締役に対し、常に必要な知識（経済情勢、業界動向、関連法令、コンプライアンス等）
の習得や更新に努めるように情報を提供しております。

また、取締役は、外部研修、セミナー等に参加することにより、専門知識、見識を深めております。

社外取締役は、就任後適時、担当部署の責任者等から当行の現状について説明を受け、理解を深めております。

【原則5-1】

（１）当行は、株主との対話全般について、経営部長が責任者となり、株主の主な関心事項等を踏まえ、その都度、対話に対応する者を適切に決
定するなど、合理的な範囲で、建設的な対話の実現に努めております。

（２）株主との建設的な対話の促進に向けて、経営部が中心となり、各役員、企画部門、財務部門、リスク管理部門、営業部門等、ＩＲ活動に関連す
る部署間が適切に情報交換を行い、有機的に連携しております。

（３）当行は、持続的成長と中長期的な企業価値向上のため、株主との対話のほか、ホームページ、ディスクロージャー誌の内容充実等、各種ＩＲ
活動を通じて、当行の経営方針や活動の成果等、積極的な情報開示に努めております。

（４）当行は、株主との対話において把握した意見や当行に対する懸念等については、適宜、経営陣へ報告しております。

（５）当行は、株主の実質的な平等性を確保すべく「内部者取引防止規程」を制定し、内部者取引の未然防止を図り、公平な情報開示に努めており
ます。当行に関する重要情報については、適時かつ公平に開示することとし、一部の株主に対してのみこれを提供することがないよう、その情報
管理の徹底に努めております。

【資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応】

2023年度中間期決算説明資料（P6）に、企業価値向上に向けた取組みについて記載しておりますのでご参照ください。（https://www.daitobank.co.
jp/investor/library/zaimu/05/）

２．資本構成



外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

ＨＳホールディングス株式会社 2,455,100 19.39

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 800,900 6.32

株式会社日本カストディ銀行 (信託口) 699,200 5.52

大東銀行行員持株会 522,500 4.12

双葉不動産建設株式会社 350,000 2.76

株式会社日本カストディ銀行 (信託口4) 322,500 2.54

松井証券株式会社 231,500 1.82

株式会社東邦銀行 196,595 1.55

さわやか商事株式会社 160,000 1.26

損害保険ジャパン株式会社 152,500 1.20

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

①「割合（%）」は、発行済株式（自己株式を除く。）の総数に対する所有株式数の割合であります。

②三井住友信託銀行株式会社から、三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社、日興アセットマネジメント株式会社及び日本証券代行株式
会社を共同保有者とする2023年1月31日現在の保有株式等を記載した2023年2月6日付の大量保有報告書（変更報告書No.3）が関東財務局長に
提出されておりますが、当行として2023年3月31日現在における実質所有株式数の確認ができませんので、株主名簿上の所有株式を上記大株主
の状況に記載しております。

なお、大量保有報告書（変更報告書No.3）の内容は以下のとおりであります。

（氏名又は名称）　　三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社

（住所）　　　　　　東京都港区芝公園一丁目1番1号 　

（保有株券等の数）　 509千株

（株券等保有割合）　 4.01％

（氏名又は名称）　　日興アセットマネジメント株式会社

（住所）　　　　　　東京都港区赤坂九丁目7番1号

（保有株券等の数）　 94千株 　

（株券等保有割合）　 0.74％ 　

（氏名又は名称）　　日本証券代行株式会社 　

（住所）　　　　　　東京都中央区日本橋茅場町一丁目2番4号

（保有株券等の数）　 37千株 　

（株券等保有割合）　 0.30％

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 スタンダード

決算期 3 月

業種 銀行業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

100人以上500人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針



―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

特にありません。

Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査等委員会設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 12 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 10 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 4 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

4 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

清水　紀男 他の会社の出身者

松本　三加 弁護士

菅野　裕之 他の会社の出身者 △

瓜生　利典 他の会社の出身者 ○

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
監査等
委員

独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由



清水　紀男 ○ ○

清水紀男氏は、当行との間に一般預金者
としての通常の取引がありますが、取引
の規模、性質に照らして、株主・投資家の
判断に影響を及ぼすおそれはないものと
判断されることから概要の記載を省略して
おります。

日本銀行において、長年にわたって金融業務
に携わっており、銀行業務に精通した専門的知
見を有しております。また、事業会社経営者と
しての豊富な経験と幅広い知識も有しており、
この実績を踏まえ、当行意思決定の健全性と
透明性に寄与し、経営の監督強化に活かして
いただけるものと判断し、監査等委員である取
締役に選任しております。

松本　三加 ○ ○

松本三加氏は、当行との間に一般預金者
としての通常の取引がありますが、取引
の規模、性質に照らして、株主・投資家の
判断に影響を及ぼすおそれはないものと
判断されることから概要の記載を省略して
おります。

弁護士として長年培ってきた知識・経験に基づ
き、独立かつ中立の立場から客観的に意見を
表明していただけるなど、当行の業務執行を監
督するのに適任であると判断し、監査等委員で
ある取締役に選任しております。

菅野　裕之 ○ ○

菅野裕之氏は、当行との間に一般預金者
としての通常の取引がありますが、取引
の規模、性質に照らして、株主・投資家の
判断に影響を及ぼすおそれはないものと
判断されることから概要の記載を省略して
おります。

また、同氏は元福島県職員であり、福島
県と当行との間には預金及び融資取引等
がありますが、通常の銀行取引であり、取
引規模、性質に照らして、株主・投資家の
判断に影響を及ぼすおそれはないものと
判断されることから概要の記載を省略して
おります。

福島県庁において、長年にわたって財務・財
政・総務領域に携わっており、銀行業務にも通
ずる豊富な経験・知識・見識を有しております。
これらの実績に基づき、独立・中立の立場から
客観的に意見を表明していただけるなど、当行
の業務執行を監督するのに適任であると判断
し、監査等委員である取締役に選任しておりま
す。

瓜生　利典 ○ ○

瓜生利典氏は、当行との間に一般預金者
としての通常の取引がありますが、取引
の規模、性質に照らして、株主・投資家の
判断に影響を及ぼすおそれはないものと
判断されることから概要の記載を省略して
おります。

また、同氏が代表取締役である株式会社
エフコムとの間には預金・貸出金等の取
引がありますが、株式会社エフコムの総
資産に占める比率は僅少、かつ通常の銀
行取引であり、取引規模、性質に照らし
て、株主・投資家の判断に影響を及ぼす
おそれはないものと判断されることから概
要の記載を省略しております。

株式会社エフコムにおいて、長年にわたり代表
取締役社長を務められるとともに、株式会社エ
フコムホールディングスの取締役副社長も務め
られており、経営者としての豊富な経験と幅広
い見識を有するとともに、ＩＴ関連分野にも精通
しております。これらの実績に基づき、独立か
つ中立の立場から客観的に意見を表明してい
ただけるなど、当行の業務執行を監督するのに
適任であると判断し、監査等委員である取締役
に選任しております。

【監査等委員会】

委員構成及び議長の属性

全委員（名） 常勤委員（名）
社内取締役

（名）
社外取締役

（名）
委員長（議長）

監査等委員会 5 1 1 4 社内取締役

監査等委員会の職務を補助すべき取締
役及び使用人の有無

あり

当該取締役及び使用人の業務執行取締役からの独立性に関する事項

当行は、監査等委員の職務をサポートするものとして、監査等委員会事務局内に、補助使用人を配置しております。監査等委員会事務局の業務
を行うにあたって、監査等委員以外の者の指揮命令を受けないものとしております。

また、監査等委員会事務局に所属する使用人の人事異動・人事評価等については、あらかじめ監査等委員会の同意を得るものとしております。

監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況



監査等委員会は、監査等委員会監査等基準に基づき、監査方針や監査計画等に従い監査を行っております。監査等委員会は、内部監査結果の
報告を受けるとともに、必要に応じ監査部と連携した業務監査も実施しております。

さらに、監査等委員会及び監査部は、会計監査人と定期的に監査結果の報告を基に意見交換等をして緊密な連携を保ち、効率的な監査に努め
ております。

【任意の委員会】

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員

（名）
社内取締役

（名）
社外取締役

（名）
社外有識者

（名）
その他（名）

委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬委員会 7 0 3 4 0 0
社外取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬委員会 7 0 3 4 0 0
社外取
締役

補足説明

取締役の指名・報酬などの決定に関する手続きの公正性・透明性・客観性を強化することで、コーポレート・ガバナンスの更なる充実を図るため、
取締役会の諮問機関として任意の指名・報酬委員会を設置しております。

指名・報酬委員会はその独立性を確保するため、構成員の過半数を独立社外取締役とし、委員長は社外取締役が務めております。

指名・報酬委員会は、取締役会の諮問に応じて取締役の選定、解職及び報酬等について審議し答申を行い、取締役会はその答申結果を尊重し
決議いたします。

なお、2022年度は指名・報酬委員会を4回開催いたしました。

【独立役員関係】

独立役員の人数 4 名

その他独立役員に関する事項

当行は、独立役員の資格を充たす社外役員4名全員を独立役員に指定しております。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動報酬制度の導入、その他

該当項目に関する補足説明

業績連動報酬等は役員賞与（現金報酬）とし、業績向上に対する意識を高めるため、各事業年度の「親会社株主に帰属する当期純利益」に応じた
報酬枠の範囲内で支給額を決定しております。

目標となる業績指標とその値は、適宜、環境の変化に応じて指名・報酬委員会の答申を踏まえた見直しを行うこととしております。

また、非金銭報酬等は譲渡制限付株式報酬とし、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとなるよう、基本報酬や業績連動報酬の支給水
準、役員報酬全体における各報酬の構成割合等を考慮し決定することとしております。

なお、監督機能を担う社外取締役については、その職務に鑑み、基本報酬のみを支払うものとします。

また、報酬に関しましては、後段の「報酬額又はその算定方法の決定方針の開示内容」の記載もご参照ください。

ストックオプションの付与対象者



該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

有価証券報告書において、報酬等の総額を開示しております。

ａ．2022年度に役員に支払われた年間報酬等の総額は、取締役 (監査等委員を除く) 5名に対し119百万円、取締役 (監査等委員) 5名に対し28百

万円であります。

ｂ．上記報酬等のほか、重要な使用人兼務取締役の使用人給与額は1百万円、対象となる役員の員数は1名であり、その内容は基本報酬1百万円
であります。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬等の決定方針は、以下のとおりとしております。

１．基本方針

当行の取締役（監査等委員である取締役を除く。以下「取締役」という。）の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十分に機
能する報酬体系とし、個々の取締役の報酬の決定に際しては各職責を踏まえた適正な水準とすることを基本方針とする。

具体的には、取締役の報酬は、固定報酬としての基本報酬、業績連動報酬等及び非金銭報酬等により構成し、監督機能を担う社外取締役につい
ては、その職務に鑑み、基本報酬のみを支払うこととする。

２．基本報酬（金銭報酬）の個人別の報酬等の額の決定に関する方針（報酬等を与える時期又は条件の決定に関する方針を含む。）

当行の取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、役位、職責、在任年数に応じて当行の業績、従業員給与の水準等を考慮しながら、総合的に
勘案して決定するものとする。

３．業績連動報酬等ならびに非金銭報酬等の内容及び額又は数の算定方法の決定に関する方針（報酬等を与える時期又は条件の決定に関する
方針を含む。）

業績連動報酬等は役員賞与（現金報酬）とし、業績向上に対する意識を高めるため、各事業年度の「親会社株主に帰属する当期純利益」に応じた
報酬枠の範囲内で支給額を決定する。目標となる業績指標とその値は、適宜、環境の変化に応じて指名・報酬委員会の答申を踏まえた見直しを
行うものとする。

非金銭報酬等は譲渡制限付株式報酬とし、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとなるよう、基本報酬や業績連動報酬の支給水準、役
員報酬全体における各報酬の構成割合等を考慮し決定する。

４．金銭報酬の額、業績連動報酬等の額又は非金銭報酬等の額の取締役の個人別の報酬等の額に対する割合の決定に関する方針

取締役の種類別の報酬割合については、指名・報酬委員会において検討を行う。取締役会は指名・報酬委員会の答申内容を尊重し、当該答申で
示された種類別の報酬割合の範囲内で取締役の個人別の報酬等の内容を決定することとする。

種類別の報酬割合は、基本報酬の3割程度を目安に業績連動報酬等、基本報酬と業績連動報酬等を合わせた金銭報酬の2割程度を目安に非金
銭報酬等を支払うものとする。

５．取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項

取締役会は、各取締役の基本報酬及び業績連動報酬等の個人別の額は、指名・報酬委員会に原案を諮問し答申を得るものとし、当該答申の内
容を尊重し決定しなければならないこととする。

【社外取締役のサポート体制】

当行は、監査等委員である社外取締役を含めた監査等委員の職務をサポートするものとして、監査等委員会事務局内に、補助使用人を配置して
おります。

活発な議論が行われるよう、取締役会資料は事前に配布し、各種情報提供を行うなどの体制を整備しております。

社外取締役に就任した者に対しては、経営部から会社概要・財務に関する説明を実施するなど、サポート体制の充実を図ってまいります。

社外取締役は、外部研修、セミナー等に参加することにより、専門知識、見識を深めております。

中期経営計画の策定、進捗管理やコーポレート・ガバナンスに係る重要事項については、取締役会の「審議事項」として継続して議論を深め、より
一層取締役会の実効性を高めてまいります。



２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

当行は、金融機関としての社会的責任と公共的使命を全うするとともに、持続的な成長と中長期的な企業価値向上のため、コーポレート・ガバナン
スの強化に取り組んでおります。

（１）企業統治の体制の概要

当行は、監査等委員会設置会社への移行に伴い更なる監査体制の強化・充実により、コーポレート・ガバナンスの強化を図っております。また、経
営規律の強化を図るとともに、透明性をより一層高めるため、社外取締役４名を選任しております。

取締役会は取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名、及び監査等委員である取締役５名（うち社外取締役４名）計１０名（男性９名、女性１
名）で構成され、原則月１回開催し、取締役会の付議基準に基づく重要案件の決定、さらには業務執行状況の監督を行っております。

常務会は常勤の取締役（監査等委員である取締役を含む。）及び執行役員で構成され、原則週１回開催し、重要案件の十分な審議、業務執行へ
の適切な対応を行っております。

取締役会、常務会ともその機能を十分に発揮するため、機動的、弾力的な開催に努めております。

監査等委員会は社内取締役１名及び社外取締役４名で構成され、原則月1回開催し、監査等委員会監査等基準に基づき、監査方針や監査計画
等に従い監査を行っております。

なお、監査等委員会による活動の実効性を確保するため常勤監査等委員を１名選定しております。

監査等委員は、会計監査人と定期的に意見交換を行い緊密に連携するほか、常務会に常勤監査等委員が出席するなど、有効かつ適切な監査が
行われるよう努めております。

当行は、取締役の指名・報酬などの決定に関する手続きの公正性・透明性・客観性を強化することで、コーポレート・ガバナンスの更なる充実を図
るため、取締役会の諮問機関として任意の指名・報酬委員会を設置しております。

指名・報酬委員会はその独立性を確保するため、構成員の過半数を独立社外取締役とし、委員長は社外取締役が務めております。

指名・報酬委員会は、取締役会の諮問に応じて取締役の選定、解職及び報酬等について審議し答申を行い、取締役会はその答申結果を尊重し
決議いたします。

（２）監査の状況

①監査等委員会監査の状況

監査等委員会（5名（常勤1名、非常勤4名））は、監査等委員会が定めた監査等委員会監査等基準に基づき、監査方針や監査計画等に従い監査
を行っております。なお、監査の実効性を高め、監査業務を円滑に執行するための体制を確保するために、補助使用人として監査部所属の職員１
名を配置しております。

② 内部監査の状況

ａ．内部監査の組織、人員及び手続

当行の内部監査は、監査部が担当しており、本部・営業店の業務を対象として行う臨店監査、並びに自己査定及び償却・引当結果を検証する自
己査定監査を行うとともに、内部監査結果については、取締役会及び監査等委員会に報告しております。

ｂ．内部監査、監査等委員会監査及び会計監査の相互連携並びにこれらの監査と内部統制部門との関係

監査等委員会は、監査等委員会監査等基準に基づき、監査方針や監査計画等に従い監査を行っております。監査等委員会は、内部監査結果の
報告を受けるとともに、必要に応じ監査部と連携した業務監査も実施しております。さらに、監査等委員会及び監査部は、会計監査人と定期的に
監査結果の報告を基に意見交換等を行うなど緊密な連携を保ち、効率的な監査に努めております。

また、これらの監査は、内部統制部門とも緊密な連携を保ち、良質な企業統治体制の確立に努めております。

③ 会計監査の状況

ａ．監査法人の名称

　　ＥＹ新日本有限責任監査法人

ｂ．継続監査期間

　　17年

ｃ．業務を執行した公認会計士

　　指定有限責任社員業務執行社員　久保暢子

　　指定有限責任社員業務執行社員　小川高広

ｄ．監査業務に係る補助者の構成

　　公認会計士8名、その他13名

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当行のコーポレート・ガバナンス体制は監査等委員会設置会社を選択しており、取締役の３分の１を社外取締役とすることで、経営の透明性の確
保に努めております。

また、監査等委員である取締役に取締役会における議決権を付与することにより、経営への監督・牽制機能を維持・強化しつつ、迅速かつ機動的
に経営の重要事項を決定するガバナンス体制を構築できるものと考えております。

Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
第118期定時株主総会の招集通知は、2023年6月1日に発送いたしました。法定の2週間
前より前倒しの発送に努めております。



集中日を回避した株主総会の設定
多数の株主が総会に出席する機会を設ける観点から、極力集中日を避けるよう配慮して
おります。

電磁的方法による議決権の行使
第116期定時株主総会より電磁的方法による議決権の行使（スマート行使を含む）を採用
いたしました。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

導入を検討しております。

招集通知（要約）の英文での提供
当行ホームページ及びＴＤネットに英文招集通知（アクセス通知・参考書類）を掲載してお
ります。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

個人投資家向けに定期的説明会を開催
2022年度は新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、決算説明会の開催を
見送っております。

なし

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

複数の機関投資家と個別面談を実施しております。 あり

IR資料のホームページ掲載
当行ホームページにおいて、決算短信及び決算説明資料、有価証券報告書、
ディスクロージャー誌等を掲載しております。

IRに関する部署（担当者）の設置 ＩＲに関する担当部署は経営部（広報）となっております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

当行は経営理念として、「共創力と提案力で地域の豊かな未来を実現する」を掲げ、その
実現に向け役職員一丸となり取り組んでおります。

また、第6次中期経営計画（2023年4月～2026年3月）において、「企業価値の更なる向上に
より、持続可能な経営基盤を確立する」という経営姿勢を策定し、全てのステークホルダー
の皆さまに対し、顧客保護、競争戦略、実質主義の３つ基本方針（パーパス）を徹底してま
いります。



環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

当行は、経営理念に基づく企業活動や気候変動等の環境問題など地域社会を取り巻く
様々な課題の解決に向けた活動に取り組むため、2020年5月に「<だいとう>SDGs宣言」、

2021年11月に「大東銀行グループサステナビリティ方針」を制定しております。その中で、
「地域経済・社会」、「金融サービス」、「ダイバーシティ」、「環境保全」をSDGs目標達成のた
めの重点テーマとし、ESG経営を念頭においた活動を展開しております。今後もそれらの活
動を通し、地域の発展と企業価値向上の両立を目指す持続的経営に努めてまいります。
具体的な取組みについては以下のとおりです。また、各種方針については、当行ホーム
ページにおいて開示しておりますので、ご参照ください。

（https://www.daitobank.co.jp/investor/csr/csr03.html）

（１）地域経済・社会

～地域経済とコミュニティの活性化に貢献します。～

①事業継承、M&Aの推進、創業支援への取組

②SDGsに関する取組みを支援する融資商品の提供

③青少年音楽活動顕彰制度

④郡山シティマラソン大会への協賛

⑤「ふくしまの健康！応援キャンペーン」への協賛　等

（２）金融サービス

～より良い生活を送るための金融サービスを提供します。～

①資産継承関連商品の提供

②各種ビジネスマッチング

③金融セミナーの開催　等

（３）ダイバーシティ

～ダイバーシティと働き方改革を推進します～

①脱・年功制により若手職員の登用を促進

②女性活躍の促進と育児支援

③定時退行の取組み継続と休暇制度拡充

④「健康経営優良法人 2023」の認定　等

（４）環境保全

～持続可能な環境の保全に貢献します～

①Web会議の活用、報告書の電子化等によるペーパーレス化

②学生服回収BOXの設置によるリサイクル活動、猪苗代湖清掃活動

③環境に配慮した金融商品、サービスの提供　等

なお、新型コロナウイルス感染拡大防止のため、2022年度は一部の取組みにおいて開催
を見送りとしております。

このほか、気候変動の影響が年々深刻さを増す中、当行はTCFD提言の開示推奨項目の
フレームワークを、気候変動に関する取組みの妥当性を検証するツールとして活用すると
ともに、TCFD提言に沿った情報開示を積極的に行うことで、投資家との建設的な対話につ
なげていきたいとの考えのもと、2022年3月「気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD
）」提言への賛同を表明いたしております。今後、気候変動・環境問題への対応を強化して
いくとともに、気候変動のリスク・機会に関する情報開示の充実に努めてまいります。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

法定開示資料のほか、ＩＲ説明資料を作成・公表し、当行の現状を正しくご理解いただくよう
努めております。また、ディスクロージャー誌や、ホームページにおいて適時適切な情報開
示を行っております。



その他

１．人材育成方針・社内環境整備方針とその実施状況

第6次中期経営計画では、前中期経営計画において広がった顧客基盤を活かし、事業者
の皆さまに対する本業支援や個人の皆さまのライフプランを実現するためのコンサルティ
ングを継続・強化する方針としております。また、多様化・高度化が進むお客さまのニーズ
に応えることができる人財育成体制の構築に取り組むため、第6次中期経営計画に掲げた
人財戦略について、以下の方針及び取組みを実践しております。

（人財戦略に関する基本方針）

職員が日々の働き甲斐を実感し、活き活きと仕事に取り組むことを通じて、お客さまの満足
度向上や生産性の向上を図ります。

（人財戦略に関する取組み）

（１）人財育成

①社内副業制度

様々な職務経験を通じて職員一人ひとりの能力向上を図る観点から、所属部店に関わら
ず、副業として当行内の各本部グループの業務に取組む制度を創設し、他部署職員の参
加による本部組織の活性化を図っております。

②全店一斉職場研修

従来実施している本部研修や資格取得による自己研鑽に加え、全店一斉の職場研修を業
務時間内において毎週定例開催することで、職員の一層のレベルアップを図っておりま
す。

（２）ダイバーシティ

①昇進条件の見直し（脱・年功制）

従来、職位あたり一定の滞留年数を条件としていたものを撤廃し、能力のある若手職員の
登用を促進させております。

②女性活躍の促進と育児支援

女性管理職の登用をさらに促進させるため、営業職や融資業務など男性比率の高い業務
へのジョブローテーション、産休・育休者への職場復帰に向けたWeb相談、産休者へのスマ
ホ・タブレット等による情報配信、育児時短制度の活用及び小学生までの適用拡充、夫婦
帯同転勤など育児環境に配慮した人事異動、以上の施策に取り組んでおります。

（３）ワークライフバランス

①定時退行の取組み継続と休暇制度拡充

原則として定時での退行の取組みを継続していくことに加え、休暇取得奨励日数を2021年
度対比倍増（年間7日間→年間14日間）させることでワークライフバランスを拡充させており
ます。

２．働き方改革、健康増進への取組み

（１）所定時間外労働の削減

働き方の意識改革、心身の健康維持に向けて、終業後パソコンの一斉シャットダウンを導
入し、適正な労働時間の管理を行っております。

（２）男性育児休業の完全取得を促進

2022年10月の育児介護休業法改正を踏まえ、男性育児休業手当を新設し男性育児休業
の100％取得を方針としております。

（３）「ふくしまの健康！応援キャンペーン」への協賛

福島県民へ血圧のコントロールによる健康管理を呼びかけることで、「すべての人に健康と
福祉を」というSDGs目標を支援しております。協賛金の一部は、日本高血圧学会、福島県
医師会、福島県看護協会に寄付されております。

（４）健康経営の取組みについて

2021年10月、経営理念の実現のために、従業員及びその家族の健康の保持・増進に積極
的に取り組むための基本方針として「健康経営宣言」を定めました。重点方針として、新型
コロナウイルス感染拡大防止、メンタルヘルスの向上に努めるほか、精密検査受診率、時
間外労働時間、喫煙率等の数値目標を設定し、達成状況の検証、改善策の策定のPDCA
を計画的に実施しております。

また、積極的な運動習慣を取り入れる為、ウォーキングアプリを導入し定期的なウォーキン
グイベントを開催しております。

健康管理最高責任者を社長とし、各事業所に健康管理推進責任者を配置することで、各
施策の実行支援を通じて健康経営を推進しております。

これらの取組みに対し、経済産業省が実施する健康経営優良法人認定制度の大規模法
人部門において、昨年に引き続き、「健康経営優良法人 2023」の認定を受けております。

Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

当行ではコンプライアンス（法令等遵守）を経営の最重要課題のひとつと位置づけ、以下のとおり、「内部統制システムに関する基本方針」を定め、
内部統制システムに関する基本的な考え方を示すとともに、各種内部管理体制の整備に努めております。

1．取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

(1)　取締役会において「コンプライアンス基本方針」を制定し、その周知徹底を図る。

(2)　行内のコンプライアンスに関する情報を一元的に管理する部署を経営部とする。

(3)　本部及び営業店にコンプライアンス責任者を配置し、コンプライアンス遵守状況のモニタリング、コンプライアンス・マインド醸成のための啓蒙
活動等を実施する。

(4)　法務・コンプライアンス委員会を設置し、コンプライアンスに関する施策の検討、啓蒙・教育、状況把握等について定期的に検討・協議する。

(5)　不祥事件の未然防止のため、使用人の人事ローテーション及び連続休暇制度を実施する。

(6)　取締役会において「反社会的勢力への対応に関する基本方針」を制定し、反社会的勢力に対しては、毅然とした態度で臨み、不当要求は断



固として拒絶する。

(7)　取締役会において「マネー・ローンダリング及びテロ資金供与の防止に関する基本方針」を制定し、マネー・ローンダリング及びテロ資金供与
の防止のための実効的なリスク管理態勢を確立する。

2．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

行内の文書の作成、保存及び管理について、「文書規程」に基づき、適正に保存及び管理する。

3．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

(1)　取締役会において「リスク管理の基本方針」及びリスク管理に係る重要な規程等を制定し、適切なリスク管理を行う。

(2)　銀行全体のリスクを統合的に管理・コントロールする部署として、経営部（リスク担当）を設置するほか、リスク管理委員会を設置し、各種リスク
の評価、モニタリング、限度枠の設定・管理等について検討・協議する。

(3)　内部監査を行う部署として、監査部を設置し、監査方針、内部監査計画を取締役会で策定して実施する。

4．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(1)　取締役及び使用人の職務の執行が効率的になされるよう、「社則」及び「事務規程」を制定する。

(2)　取締役は会社法及び定款の定めに基づき、取締役会の委任を受けた範囲において、重要な業務執行（会社法第399条の13第5項各号に掲げ
る事項を除く。）の決定の全部又は一部を行うことができる。

(3)　迅速かつ機動的に経営の重要事項を決定し業務を執行するために、執行役員を設置する。

5．当行及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

(1)　子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当行への報告に関する体制

当行は、子会社の経営内容を的確に把握するため「関連会社管理規程」を制定し、協議・承認事項や報告事項を明確化する。

(2)　子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当行は「関連会社管理規程」に基づき、子会社が行うリスク管理上の重要な事項については、事前に協議し、主管部及び関係部において適切な
管理・指導を行う。

(3)　子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

①　子会社が策定する経営方針は、当行の主管部にて事前に協議する。

②　当行は、円滑な子会社相互の活動と業務上の諸問題につき協調を促進するため、必要ある場合には、関連会社会議を開催する。

(4)　子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

①　子会社においても、「コンプライアンス計画」及び「コンプライアンス・マニュアル」の規程を具備させる。

②　当行は「内部監査規程」に基づき、法令等に抵触しない範囲内で、子会社の業務執行状況について内部監査を実施する。

6． 監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項

(1)　監査等委員の職務を補助するため、監査部内に監査等委員会事務局を設置する。

(2)　監査等委員会事務局の人員は、監査等委員会と協議のうえ、必要な人員を配置する。

7． 監査等委員の職務を補助すべき使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性及び当該使用人に対する監査等委員の指

示の実効性の確保に関する事項

(1)　監査等委員会事務局に所属する使用人は、監査等委員会事務局の業務を行うにあたって、監査等委員以外の者の指揮命令を受けない。

(2)　監査等委員会事務局に所属する使用人の人事異動や評価等については、監査等委員会の事前の同意を得る。

8．当行並びに子会社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人が当行の監査等委員会に報告をするための体制その他の監査等
委員会への報告に関する体制

(1)　当行並びに子会社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人は、法令等の違反行為、当行に著しい損害を及ぼすおそれのあ
る事実、銀行法に定める不祥事件が発生した場合、速やかに当行の監査等委員会へ報告することとする。

(2)　「公益通報者保護規程」において、当行及び子会社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人は、組織的又は個人的な法令違
反行為等に関して、当行の監査等委員会へ報告することができる。

9． 前項の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

「公益通報者保護規程」において、通報者に対して当該通報をしたことを理由に解雇その他いかなる不利益取扱も行わないことを定める。

10．監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係
る方針に関する事項

監査等委員会は、「監査等委員会規程」に基づき、監査等委員の職務の執行上必要と認められる監査費用について予算の決議を行う。

11．その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

(1)　監査等委員は、会計監査のみならず、取締役会、常務会その他の重要な会議へ出席し、必要あると認められるときは意見を述べ、そのほか
往査による業務監査を実施する。

(2)　代表取締役及び関係する取締役は、当行が対処すべき課題、監査等委員会による監査の環境整備の状況、監査上の重要課題等について、
取締役会等において定期的に監査等委員と意見交換を行う。

(3)　監査等委員会は、内部監査部門等と緊密な連携を保ち、内部管理体制における課題等について定期的に意見交換を行い、内部監査の結果
等の報告を受ける。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

当行は、「反社会的勢力への対応に関する基本方針」を定め、反社会的勢力排除へ向けた基本的な考え方を明らかにするとともに、反社会的勢
力への対応に係る諸規程を制定するなど、反社会的勢力排除に向けた体制を整備しております。

また、預金規定等に暴力団排除条項を導入し、顧客より「反社会的勢力ではないことの表明・確約に関する同意書」を徴求するなどの対応を行っ
ております。

当行では、事務システム部を反社会的勢力への対応に関する統括部署とし、反社会的勢力に関する情報収集・管理を行うほか、弁護士や外部機
関等との連携、行内研修等による周知・徹底を図っております。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

コーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの2023年3月期における実施状況

ａ．14回の取締役会を開催しております。

ｂ．45回の常務会を開催しております。

ｃ．4回の指名・報酬委員会を開催しております。



【ガバナンス体制】

【統合的リスク管理体制】

  リスク管理委員会 

法務・ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ委員会 
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信用リスク 

市場リスク 

流動性リスク 

オペレーショナル・リスク 

●信用リスク管理 
●与信集中リスク管理 

●市場流動性リスク管理 
●資金繰リスク管理 

●金利リスク管理 
●為替リスク管理 
●価格変動リスク管理 

●事務リスク管理 
●システムリスク管理 
●情報セキュリティ管理 

●法務リスク管理 
●人的リスク管理 
●有形資産リスク管理 

●風評リスク管理 
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【適時開示体制の概要】

【スキルマトリックス表】

本部各部 連結子会社

経 営 部

取締役会等 取締役社長

情 報 開 示

情報取扱責任者（経営部長）

(情報報告) (情報確認)

(開示の指示)(報告)(決議)(付議)

(決定事実及び決算等に関する情報) (発生事実に関する情報)


